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本調査の趣旨 

「エリアマネジメント」については、人口減少等新たな局面に入った我が国の都市政策の重

点が今後開発からマネジメント中心に移行していく中で、地域の課題を解決し、活性化や地域

の価値の向上に大きな役割を果たし得るものとして、その一層の推進が期待されている。 

このため、国土交通省では、社会資本整備審議会都市計画・歴史的風土分科会の下に「新た

な時代の都市マネジメント小委員会」１を設置し、今後のエリアマネジメント推進のあり方等

について検討を進めており、本アンケート調査はその一環として、エリアマネジメントに対し

て市区町村が講じている施策や、その活動の推進上の課題などの把握を目的として実施するも

のである。 

尚、本調査については、「エリアマネジメントと都市関連制度-その発展・役割・効果と課

題-」について研究を行う「官民連携まちづくり研究会（座長：足立基浩和歌山大学教授）」

との連携のもと、京都大学経営管理大学院及び和歌山大学経済学部との共同で実施するもので

ある。 

 １ 新たな時代の都市マネジメント小委員会 

http://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/s204_management01.html 

 

 調査について 

１）実施機関 

国土交通省、京都大学経営管理大学院、和歌山大学経済学部 

２）調査対象 

都市再生整備計画を策定済み市区町村のうち、次に該当する地区を有す市区町村（計 826

市区町村、対象地区 1524 地区） 

①平成 24年度末までに計画が終了した地区（現在、第二期計画継続中のものを含

む。） 

②計画進行中であって、都市再生推進法人等がエリアマネジメントを実施している地

区 

３）調査項目 

エリアマネジメントに対して講じている施策や、その活動の推進上の課題などの把握を目

的に、４項目(基礎情報、都市再生整備計画、同計画区域内でのエリアマネジメントの実

施状況・効果、同計画区域内又はその近傍における地価公示等地点)について最大 42問の

調査項目を設定。 

４）実施期間 

＜発出＞平成 26 年 11 月 20 日（木） 

＜回答締切＞平成 26 年 12 月 12 日（金） 

※集計上は、平成 27 年 1月 13 日（火）回収分までを有効回答数とする。 

５）調査方法 

＜メール送信＞「２）調査対象」で抽出した自治体に対し、以下の通り送信 
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調査票送信者／国土交通省 都市局 まちづくり推進課 

調査票送信方法／市区町村（政令指定都市を除く）→都道府県経由で送信 

政令指定都市→送信者から直接送信 

＜メール受信＞調査票回収・集計・整理機関／昭和株式会社 

 

回収数と回収率 

 
回答 

市区町村数 

回答 

地区数 

回答 

団体数 

実数 746 1322 574 

母数 826 1524   

率 90.3% 86.7%   

 

１）回答自治体の規模別自治体数・地区数・団体数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

５万人未満

45.7%

５～１０万人未

満
23.2%

１０～２０万人

未満
14.6%

２０～３０万人

未満
5.6%

３０～４０万人

未満
3.5%

４０～５０万人

未満
2.3%

５０～６０万人

未満
0.8%

６０～１００万人

未満
1.9%

１００万人以上

1.5%

未回答

0.9%

５万人未

満

５～１０

万人未満

１０～２

０万人未

満

２０～３

０万人未

満

３０～４

０万人未

満

４０～５

０万人未

満

５０～６

０万人未

満

６０～１

００万人

未満

１００万

人以上
未回答 計

341 173 109 42 26 17 6 14 11 7 746

45.7% 23.2% 14.6% 5.6% 3.5% 2.3% 0.8% 1.9% 1.5% 0.9% 100.0%

420 289 233 104 77 55 19 58 55 12 1322

31.8% 21.9% 17.6% 7.9% 5.8% 4.2% 1.4% 4.4% 4.2% 0.9% 100.0%

123.2% 167.1% 213.8% 247.6% 296.2% 323.5% 316.7% 414.3% 500.0% 171.4% 177.2%

159 139 118 43 34 15 9 20 34 3 574

27.7% 24.2% 20.6% 7.5% 5.9% 2.6% 1.6% 3.5% 5.9% 0.5% 100.0%

46.6% 80.3% 108.3% 102.4% 130.8% 88.2% 150.0% 142.9% 309.1% 42.9% 76.9%

37.9% 48.1% 50.6% 41.3% 44.2% 27.3% 47.4% 34.5% 61.8% 25.0% 43.4%地区数に対する割合

人口規模別集計

自治体数

地区数

団体数

全数に対する割合

全数に対する割合

自治体数に対する割合

全数に対する割合

自治体数に対する割合
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２）回答自治体の地方ブロック別自治体数・地区数・団体数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※地方ブロックの内訳（以下同様） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

北海道地方 北海道 京都府

岩手県 三重県

宮城県 滋賀県

山形県 大阪府

秋田県 奈良県

青森県 兵庫県

福島県 和歌山県

茨城県 岡山県

群馬県 広島県

埼玉県 山口県

神奈川県 鳥取県

千葉県 島根県

東京都 愛媛県

栃木県 香川県

愛知県 高知県

岐阜県 徳島県

山梨県 沖縄県

新潟県 宮崎県

静岡県 熊本県

石川県 佐賀県

長野県 鹿児島県

富山県 大分県

福井県 長崎県

福岡県

近畿地方

中国地方

四国地方

九州地方

東北地方

関東地方

中部地方

北海道

地方
東北地方 関東地方 中部地方 近畿地方 中国地方 四国地方 九州地方 未回答 計

34 85 170 188 94 46 31 98 0 746

4.6% 11.4% 22.8% 25.2% 12.6% 6.2% 4.2% 13.1% 0.0% 100.0%

42 129 328 370 170 86 45 152 0 1322

3.2% 9.8% 24.8% 28.0% 12.9% 6.5% 3.4% 11.5% 0.0% 100.0%

123.5% 151.8% 192.9% 196.8% 180.9% 187.0% 145.2% 155.1% 0.0% 177.2%

26 44 117 167 90 38 29 63 0 574

4.5% 7.7% 20.4% 29.1% 15.7% 6.6% 5.1% 11.0% 0.0% 100.0%

76.5% 51.8% 68.8% 88.8% 95.7% 82.6% 93.5% 64.3% 0.0% 76.9%

61.9% 34.1% 35.7% 45.1% 52.9% 44.2% 64.4% 41.4% 0.0% 43.4%地区数に対する割合

全数に対する割合

自治体数

地区数

団体数

地方別集計

全数に対する割合

全数に対する割合

自治体数に対する割合

自治体数に対する割合
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問１ １０）市町村がエリアマネジメント活動を活性化させるために講じている施策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 何らかのエリアマネジメント活性化策を講じている自治体は半数強。 

② もっとも割合の高い「⑦道路・公園の再整備・高質化その他のハード整備」でも３割程度

であり、支援策は自治体によりまちまち。 

③ エリマネを直接ターゲットにした実質的な支援策である⑦以外の措置を講じている自治体

は、４割強。 

④ ⑦に加え④～⑥までの金銭的措置若しくは公共施設に関連した措置が多く、①～③のソフ

ト関連施策を講じている自治体は極めて少ない。  

20, 2%

60, 7%

57, 7%

154, 19%

105, 13%159, 19%

234, 29%

34, 4%

エリアマネジメント活動を活性化させるために講じている施策（複数回答）

①エリアマネジメント団体への職員派遣

②人材育成や意識啓蒙のための講習会・セミナー

③立ち上げ期の専門家等のアドバイザーの派遣

④団体への出資、活動費補助、業務委託等の金銭的支援

⑤指定管理者としての指定、占用許可、管理委託、公有地や

施設の低廉な賃貸その他公共施設・公有地の利用に際しての

便宜

⑥イベントの共催、イベントへの補助等

⑦道路・公園の再整備・高質化その他のハード整備

⑧その他

選択肢 回答数 構成比 実施割合

①エリアマネジメント団体への職員派遣 20 2.4% 2.7%

②人材育成や意識啓蒙のための講習会・セミナー 60 7.3% 8.0%

③立ち上げ期の専門家等のアドバイザーの派遣 57 6.9% 7.6%

④団体への出資、活動費補助、業務委託等の金銭的支援 154 18.7% 20.6%

⑤指定管理者としての指定、占用許可、管理委託、公有地や施設の低廉な賃貸その他公

共施設・公有地の利用に際しての便宜
105 12.8% 14.1%

⑥イベントの共催、イベントへの補助等 159 19.3% 21.3%

⑦道路・公園の再整備・高質化その他のハード整備 234 28.4% 31.4%

⑧その他 34 4.1% 4.6%

計（単純合計） 823 100.0% －

支援策無し 331 44.4%

⑦以外の支援策なし 98 13.1%

上記二つの合計 429 57.5%
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問２ ３）都市再生整備計画の区域面積（ha） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 都市再生整備計画の区域面積は、ほとんどが

1,000ha 未満である。 

② ８割は 500ha 未満で占められており、その内

訳は上右表の通り。 

③ 100ha 未満が最も多いが、中でも 20～30ha が

最多となっている。 

 

〈
内
訳
詳
細
〉 
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問２ ４）～６）事業費額（ha） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 事業費額は、20 億円未満で６割以上

を占めている。 

② 提案事業費は、0～10 億（0含む）

で９割を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 関連事業費額は、0～10億円が

最も多く、0～20 億（0含む）

で過半を占めている。 
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問２ ４）～６）＜参考＞１ha当たりの事業費額（万円／ha） 

 

① 1ha 当たり 100 万円～200

万円が最も多いが、それで

も全体の 10％弱であり、ha

当たり単価は様々。 
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問２ ７）都市再生整備計画の区域の属性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 区域の属性は、住宅系と商業系が概ね半々。 

② 「①駅周辺型商業集積地区」が最も多く、次いで住宅地区（既成市街地）。 

③ まちづくり団体が関連している割合は、「⑤オフィス街地区」「②市街地型商業集積地

区」が多く、商業・住宅で見ても、商業系土地利用の地区でまちづくり団体が関連してい

る割合が非常に高い。 

 

 

  

選択肢 回答数 構成比 団体数 割合 平均

①駅周辺型商業集積地区 386 29.2% 171 44.3%

②市街地型商業集積地区 110 8.3% 84 76.4%

③住宅地背景型商業集積地区 51 3.9% 30 58.8%

④その他商業集積地区 78 5.9% 34 43.6%

⑤オフィス街地区 17 1.3% 14 82.4%

⑥住宅地区
（既成市街地） 342 25.9% 111 32.5%

⑦住宅地区
（郊外） 276 20.9% 97 35.1%

⑧工業地域 27 2.0% 9 33.3%

無回答 35 2.6% 0.0%

計 1322 100.0% 550

61.1%

33.8%

386, 29.2%

110, 8.3%

51, 3.9%

78, 
5.9%

17, 1.3%

342, 25.9%

276, 20.9%

27, 2.0%

35, 2.6%

都市再生整備計画の区域の属性

①駅周辺型商業集積地区

②市街地型商業集積地区

③住宅地背景型商業集積地区

④その他商業集積地区

⑤オフィス街地区

⑥住宅地区

（既成市街地）

⑦住宅地区

（郊外）

⑧工業地域

無回答
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問３ ２）活動初動期の主な活動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 最も多い「Ｂ．イベント・アクティビティ」でも過半以下の団体しか実施しておらず、エ

リマネの活動内容は様々。 

⑤ 「Ｆ．民間施設の公的利活用による地域の魅力・価値、利便の増進」は少ない。 

 

 ３）現在の主な活動（３つ以内） 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 活動初動期に比べて、「Ａ．まちづくりルール等」が大きく減っており、「Ｂ.イベン

ト・アクティビティ」が増えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 「１ 地域共有ビジョン・方針」より「２」～「５」が多く、『ビジョン共有→具体的な

ルール策定』というステップを踏んでいない団体が多い。 

② 「４ 法定三協定」や「２ 都市再生特措法の利便増進協定」はあまり活用されていな

選択肢 回答数 構成比 実施割合

Ａ．まちづくりルール等 224 20.0% 39.0%

Ｂ．イベント・アクティビティ 285 25.4% 49.7%

C．情報発信 188 16.8% 32.8%

D．防災・防犯、環境維持 211 18.8% 36.8%

E．公共施設・公共空間の整備・管理 144 12.8% 25.1%

F．民間施設の公的利活用による地域の魅力・価値、利便の増進 69 6.2% 12.0%

計 1121 100.0% －

選択肢 回答数 構成比 実施割合

Ａ．まちづくりルール等 175 16.5% 30.5% -8.5%

Ｂ．イベント・アクティビティ 316 29.9% 55.1% 5.4%

C．情報発信 154 14.6% 26.8% -5.9%

D．防災・防犯、環境維持 208 19.7% 36.2% -0.5%

E．公共施設・公共空間の整備・管理 144 13.6% 25.1% 0.0%

F．民間施設の公的利活用による地域の魅力・価値、利便の増進 61 5.8% 10.6% -1.4%

計 1058 100.0% －

36

1

33

6

72

27

0 20 40 60 80

1地域共有ビジョン・方針

2都市再生特措法の利便増進協定

3地区計画

4法定三協定（建築・緑地・景観）

5その他の任意のルール（まちなみ、

広告物、生活ルール等）

6市街地整備事業等の合意形成

Ａ．まちづくりルール等
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い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 「２ 芸術・文化・教育」といった公益的なイベントと、「１ マルシェ」「３ 物販・

飲食事業」という賑わい創出系のイベントは概ね半々。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 「１ 情報発信拠点」が多い。内容は、拠点施設運営のほか、情報案内板、パンフレット

やインターネット、マスコミを使った発信、ボランティアガイド等。施設を設けていない

ものも多く含まれている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

26

119

90

81

0 50 100 150

1マルシェ

2芸術・文化・教育

3物販・飲食事業（オープンカフェ含

む）

4その他

Ｂ．イベント・アクティビティ

89

2

8

6

33

16

0 50 100

1情報発信拠点

2通訳サービス等

3メーリングリスト・SNS等

4広告事業

5サイン・地域案内・地図

6その他

C．情報発信

32

33

131

12

0 50 100 150

1防災活動

2防犯活動

3緑化、美化・清掃

4駐車・駐輪対策

D．防災・防犯、環境維持
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① 総数が少ない「Ｆ］であるが、内訳としては「４ 空き店舗対策（家守）」が最も多い。 

② 「１ 駐車場共通化事業」「３ テナントリーシング」「５ 不動産事業」「６ 地域交

通事業」は概ね同程度。 

 

 

  

80

37

27

0 50 100

1指定管理

2指定管理以外の管理（任意管理等）

3公共施設・空間の整備（新設、改

築、改良、高質化）

E．公共施設・公共空間の整備・管理

10

2

7

21

6

8

0

7

0 10 20 30

1駐車場共通化事業

2ビル管理共同化事業

3テナントリーシング事業

4空き店舗対策（家守）

5不動産事業（開発・管理）

6地域交通事業（コミュニティバス・…

7エネルギー

8その他

F．民間施設の公的利活用による地域の魅力・価値、利便の増進
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 ４）法人形態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 「①任意組織」が最も多く、全体の７割となった。 

② 次いで多いのは「④一般ＮＰＯ」と「⑥株式会社」であるが、それでもそれぞれ全体の１

１割程度でしかない。 

③ 「⑧その他」には、土地区画整理組合（６）、財団法人（６）、中小企業協同組合法に基

づいた協同組合（４）などがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

選択肢 回答数 構成比

① 任意組織 402 70.0%

② 一般社団 11 1.9%

③ 公益社団 0 0.0%

④ 一般NPO 66 11.5%

⑤ 認定NPO 1 0.2%

⑥ 株式会社 53 9.2%

⑦ 商店街振興組合法に基づく商店街振興組合又は連合会 13 2.3%

⑧ その他の法律に基づく法人 19 3.3%

無回答 9 1.6%

計 574 100.0%

① 任意組織

70.0%

② 一般社団

1.9%

③公益社団

0.0%

④一般NPO

11.5%

⑤ 認定NPO

0.2%

⑥株式会社

9.2%

⑦商店街振興

組合法に基づ

く商店街振興

組合又は連合

会
2.3%

⑧ その他の法

律に基づく法

人

3.3% 無回答

1.6%
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５）事務局の有無 

 

 

 

 

 

 

① 専用の拠点を持っている団体と持っ

ていない団体の割合は半々程度。 

 

 

 

 

 

 

 

６）事務局員の属性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 事務局員を専属で雇用している割合

は約半数。 

 

 

 

 

  

選択肢 回答数 構成比 実施割合

①専用の拠点となる場所をもっている　→６）についてお答えください 279 48.6% 48.6%

②専用の拠点となる場所をもっていない 281 49.0% 49.0%

無回答 14 2.4% 2.4%

計 574 100.0% －

選択肢 回答数 構成比 実施割合

① 会員企業、会員団体等から派遣されている 38 13.6% 6.6%

② 自治体又は自治体の関与する第三セクター等の公的団体から派遣されている 23 8.2% 4.0%

③ 商工会議所等の民間団体から派遣されている 21 7.5% 3.7%

④ 専属で雇っている 134 48.0% 23.3%

⑤ その他 60 21.5% 10.5%

無回答 3 1.1% 0.5%

計 279 100.0% －
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７）主な収入源（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※参考 

上記のうち、②～

⑥を「自主財源」

としてくくったも

の。 

 

 

 

 

 

① 半数以上の団体が、「⑦自治体からの補助金、委託金等」により収入を得ている。 

② 「①会員や地権者等からの会費その他の出損金」により収入を得ている団体も、全体の４

割と高くなっている。 

③ ②～⑥を財源としている団体も少なくない（計 210 団体）。最も多いのは「イベント・ア

クティビティ」であり、次いで「公共施設・公共空間の整備・管理」となっている。 

④ 寄付金を収入源としている団体は少ない。 

⑤ 収入源無し（＝無回答）としている団体は少なく、35団体。 

  

選択肢 回答数 構成比 実施割合

① 会員や地権者等からの会費その他の出捐金 233 27.1% 40.6%

② 団体が行う活動内容Ｂ（イベント・アクティビティ）によるもの 104 12.1% 18.1%

③ 団体が行う活動内容Ｃ（情報発信）によるもの 20 2.3% 3.5%

④ 団体が行う活動内容Ｄ（防災・防犯、環境維持）によるもの 8 0.9% 1.4%

⑤ 団体が行う活動内容Ｅ（公共施設・公共空間の整備・管理）によるもの 52 6.0% 9.1%

⑥ 団体が行う活動内容Ｆ（民間施設の公的利活用による地域の魅力・価値、

　 利便の増進）によるもの
26 3.0% 4.5%

⑦ 自治体からの補助金、委託金等 322 37.4% 56.1%

⑧ 寄付金 43 5.0% 7.5%

⑨ その他 52 6.0% 9.1%

計 860 100.0% －

無回答（収入源無し） 35 6.1%

回答数 構成比 実施割合

233 27.1% 40.6%

210 24.4% 36.6%

322 37.4% 56.1%

43 5.0% 7.5%

52 6.0% 9.1%

860 100.0%

選択肢

① 会員や地権者等からの会費その他の出捐金

②～⑥の自主財源あり

⑦ 自治体からの補助金、委託金等

⑧ 寄付金

⑨ その他

計
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９）活動や会員・参加者が概ね現在の内容・規模になった年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 2000 年（平成 12 年）前後以降、まちづくり団体数が顕著に増加している。 

② 2000 年（平成 12 年）の直前には、旧中活法や特定非営利活動促進法などが制定されてお

り、また、2000 年代には都市再生特別措置法の制定やまちづくり三法が改正されるなど、

まちづくり関連法の策定や改正（又はこれらに伴う自治体計画や条例の策定等）が、まち

づくり団体の増加や活動にも影響を与えていると考えられる。 

③ 2011 年以降は増加率が低い。 
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東日本大震災以降 

▲都市再生
特別措置
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＜部分拡大＞ 

▲リーマン・ショック 
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１０）設立経緯 

① 民間発意が６割強となって

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１１）活動頻度 

① 月１回程度以上活動をして

いるのが全体の過半以上と

なっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

１２）活動による効果① 

 

※参考 「大いに効果あり」「ある程度効果あり」の項目別累計 

① ①～⑨の平均が１

１％であるのに対

し、平均を超えて

いる項目は「①景

観」「②にぎわ

い」「⑥住民相互

の意識向上」「地

域の知名度・認知

度」となった。 
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 12）活動による効果②  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１３）各効果を表すデータ 

 

５．わからない 又は 団体の活動の目的ではない（回答数：112）
無回答（回答数：26）

５．わからない 又は 団体の活動の目的ではない（回答数：102）
無回答（回答数：22）

５．わからない 又は 団体の活動の目的ではない（回答数：328）
無回答（回答数：37）

５．わからない 又は 団体の活動の目的ではない（回答数：252）
無回答（回答数：36）

５．わからない 又は 団体の活動の目的ではない（回答数：212）
無回答（回答数：34）

５．わからない 又は 団体の活動の目的ではない（回答数：56）
無回答（回答数：29）

５．わからない 又は 団体の活動の目的ではない（回答数：263）
無回答（回答数：33）

５．わからない 又は 団体の活動の目的ではない（回答数：129）
無回答（回答数：37）

５．わからない 又は 団体の活動の目的ではない（回答数：294）
無回答（回答数：39）
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① まちなみや景観への効果　

選択肢 回答数 構成比

１　地域住民・企業･来街者等へのアンケート・ヒアリング調査の結果 45 37.5%

２　緑被率の向上等の緑量に関するデータ 3 2.5%

３　その他のデータ又は情報（個別の地域住民・企業等の声、記事等を含む） 72 60.0%

計 120 100.0%

② にぎわいや集客（買い物客、観光客等）への効果

選択肢 回答数 構成比

１　エリアへの入込客数・観光客数等のデータ 57 19.3%

２　特定の施設・イベント等への入場者数などのデータ 102 34.6%

３　歩行者数、公共交通機関利用者数等のデータ 64 21.7%

４　地域住民・企業等へのアンケート・ヒアリング調査の結果 11 3.7%

５　来街者・観光客等へのアンケート・ヒアリング調査の結果 18 6.1%

６　その他のデータ又は情報（個別の地域住民・企業等の声、記事等を含む） 43 14.6%

計 295 100.0%

③ 賃料や空室率等の不動産への効果

選択肢 回答数 構成比

１　空室率データ 8 15.4%

２　賃料のデータ 2 3.8%

３　地価・取引価格のデータ 7 13.5%

４　新規出店の数／空家・空き店舗の数 23 44.2%

５　地域住民・企業等へのアンケート・ヒアリング調査の結果 1 1.9%

６　その他のデータ（個別の地域住民・企業等の声、記事等を含む） 11 21.2%

計 52 100.0%

④ 消費活動や売上、雇用などの経済への効果

選択肢 回答数 構成比

１　商店街、特定の施設・企業・イベント等の売上データ 18 30.0%

２　来街者等への調査の結果（消費額、購買率等） 2 3.3%

３　地域の就業者数、求人倍率等のデータ 5 8.3%

４　特定の施設・企業等での雇用の実績 7 11.7%

５　地域住民・企業等へのアンケート・ヒアリング調査の結果 4 6.7%

６　その他のデータ（個別の地域住民・企業等の声、記事等を含む） 24 40.0%

計 60 100.0%
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⑦　公共施設管理費等の財政負担の軽減効果

選択肢 回答数 構成比

１　自治体の予算額の減少 27 42.2%

２　予算額は減らさないが清掃回数の減少・長寿命化等の実質的予算節約効果 17 26.6%

３　占用料・賃料収入増等の自治体の増収 6 9.4%

４　その他のデータ 14 21.9%

計 64 100.0%

⑧　地域の知名度向上エリアマネジメント活動に関する認知度向上への効果

選択肢 回答数 構成比

１　マスコミ等への露出による間接的な宣伝効果のデータ 46 56.1%

２　キャッチフレーズやゆるきゃらなどによる直接的な宣伝効果のデータ 5 6.1%

３　エリア外の方への知名度・認知度アンケート結果 2 2.4%

４　その他のデータ 29 35.4%

計 82 100.0%

⑤  防災・防犯・安全への効果

選択肢 回答数 構成比

１　放置自転車数や路上駐車台数等のデータ 2 3.2%

２　犯罪発生率等、防犯パトロール参加者数の犯罪関連データ 12 19.0%

３　防災訓練参加者数、一時避難施設数、備蓄量等の防災・安全データ 15 23.8%

４　地域住民・企業･来街者等へのアンケート・ヒアリング調査の結果（意識の向上等） 10 15.9%

５　その他のデータ（個別の地域住民・企業等の声、記事等を含む） 24 38.1%

計 63 100.0%

⑥  住民等の意識の向上、相互理解、ネットワークの形成への効果

選択肢 回答数 構成比

１　イベントや集会等の回数・参加者数等のデータ 96 52.5%

２　ボランティア人口やボランティア活動団体数、コミュニティビジネス等の増加及び

内容の充実等の実績
18 9.8%

３　地域住民・企業等へのアンケート・ヒアリング調査の結果（満足度向上等） 19 10.4%

４　その他のデータ（個別の地域住民・企業等の声、記事等を含む） 50 27.3%

計 183 100.0%

⑨　地域間競争力への効果

選択肢 回答数 構成比

１　従業員数の増加 8 23.5%

２　人口（昼間・夜間）の増加 12 35.3%

３　都市の競争力等のランキングのアップ 0 0.0%

４　その他のデータ 14 41.2%

計 34 100.0%
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※参考 「データの有無」 

 

 

 

 

 

※参考 「項目別データ充足率」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 「項目別データ充足率」より、効果を計りやすいのは「②にぎわいや集客への効果」が最

も多く、次いで「③賃料や空室率等の不動産への効果」。特に「②にぎわいや集客への効

果」については、効果ありの回答も多い。 

② 「大いに効果あり」「ある程度効果あり」の累計で多かった「①まちなみや景観」「住民

等の意識向上・ネットワーク形成」「⑧知名度・認知度向上」については、データ計測が

されていない（＝しにくい）。 

③ 効果計測が可能なデータを有しているものといないものとでは、概ね半々。 

 

 

  

13）①～⑩すべての項目に●をつけていない　（計測できるデータが無い） 255 44.4%

13）①～⑩いずれかの項目に●がある　（何かしら計測できるデータがある） 319 55.6%

② にぎわいや集客（買い物客、観光客等）への効果

③ 賃料や空室率等の不動産への効果

④ 消費活動や売上、雇用などの経済への効果

項目別データ充足率

（「大いに効果あり」又は「ある程度効果あり」と答えたもののうち、データがあるもの）

① まちなみや景観への効果 31.8%

0.3%⑩  その他（具体的に）

57.7%

55.2%

33.3%

24.3%

36.9%

40.3%

24.3%

31.4%

83.3%

⑤  防災・防犯・安全への効果

⑥  住民等の意識の向上、相互理解、ネットワークの形成へ

の効果

⑦　公共施設管理費等の財政負担の軽減効果

⑧　地域の知名度向上エリアマネジメント活動に関する認知

度向上への効果

⑨　地域間競争力への効果

10.4%

19.6%

6.6%

13.7%

4.6%

（参考）「大いに効果あり」「ある程

度効果あり」の累計

16.3%

16.9%

3.8%

7.7%
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１４）最も大きい効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 最も大きい効果は「①まちなみや景観への効果」「②にぎわいや集客」「⑥住民等の意識

向上・ネットワーク形成」の３つに集中。 

② 中でも、前項より、「②にぎわいや集客」は効果計測がしやすいものとされている。 
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１５）活動区域外への波及 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 活動区域外への波及効果が顕れているものとして、「②にぎわいや集客」「⑥住民等の意

識向上・ネットワーク形成」「⑧地域の知名度・認知度向上」の３つに集中。 

② 特に「②にぎわいや集客」は地区外への波及率も高い。 

  

選択肢 回答数 構成比 実施割合 波及率

② にぎわいや集客（買い物客、観光客等）への効果 157 34.4% 27.4% 41.0%

③ 賃料や空室率等の不動産への効果 17 3.7% 3.0% 19.5%

④ 消費活動や売上、雇用などの経済への効果 24 5.3% 4.2% 13.8%

⑤  防災・防犯・安全への効果 36 7.9% 6.3% 15.3%

⑥  住民等の意識の向上、相互理解、ネットワークの形成への効果 120 26.3% 20.9% 27.0%

⑧　地域の知名度向上エリアマネジメント活動に関する認知度向上への効果 69 15.1% 12.0% 22.3%

⑨　地域間競争力への効果 26 5.7% 4.5% 24.8%

⑩  その他 7 1.5% 1.2%

計 456 100.0%

※「実施割合」は、総団体数（574）に対する回答数の割合

※「波及率」は、各項目で『「大いに効果あり」又は「ある程度効果あり」』の数に対する回答数の割合
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１６）活動区域外への波及効果を示すデータの有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 「１３）各効果を表すデータ（活動区域内）」のデータ充足率と比較して低く、区域外で

の効果計測が取りにくい（取られていない）。 

② 「②にぎわいや集客」「③賃料や空室率等の不動産」など、区域内ではデータが取りやす

かったものでも、区域外では取りにくくなっている（取られていない）。 

 

  

選択肢 回答数 構成比 実施割合 データ充足率

②　にぎわいや集客（買い物客、観光客等）への効果

周辺地域の賑わいや集客の増加等
48 42.9% 8.4% 30.6%

③　賃料や空室率等の不動産への効果

周辺地域の賃料増加や空室減少等
4 3.6% 0.7% 23.5%

④　消費活動売上、雇用などの経済への効果

周辺地域の売上・雇用の増加等
6 5.4% 1.0% 25.0%

⑤　防災・防犯・安全への効果

来訪者が主な被害者となる犯罪の減少、帰宅困難者対策等周辺地域居住者等のための防

災活動、来訪者向け防災訓練の実施、来訪者の事故率の減少等

9 8.0% 1.6% 25.0%

⑥　住民等の意識の向上、相互理解、ネットワークの形成への効果

周辺地域等での住民意識の向上、周辺も巻き込んだネットワーク組織の設立、周辺地域

での新たなエリアマネジメントの開始等

25 22.3% 4.4% 20.8%

⑧　地域の知名度向上エリアマネジメント活動に関する認知度向上への効果

周辺地域も含めた広域の知名度の向上。エリアマネジメント活動の認知度の広域的な向

上

10 8.9% 1.7% 14.5%

⑨　地域間競争力への効果

当該地域の居住者・雇用者の周辺地域での消費、周辺地域での人口や雇用者数の増等等
7 6.3% 1.2% 26.9%

⑩　その他 3 2.7% 0.5% 42.9%

計 112 100.0% － －

※「データ充足率」は、１５）で回答のあった団体数に対する回答数の割合
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１７）触発効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① ８割が無回答だったものの、回答があった 108 団体を集計すると、過半以上が「触発効果

あり」と回答している。 

 

 

  

選択肢 回答数 構成比

波及効果あり 62 10.8%

波及効果なし 46 8.0%

無回答 466 81.2%

計 574 100.0%

波及効果あ

り, 62, 57.4%

波及効果な

し, 46, 42.6%
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１８）団体が直面している課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※参考 「４つの課題の構成比」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 何らかの課題を持っている団体と、課題無し（無回答）の割合は概ね半々。 

② 選択肢であげた４つの課題のいずれかに直面している団体の多くが、「①財政面の課題」

「②人材面の課題」に集中している。 

  

選択肢 回答数 構成比 実施割合

①財政面の課題

☛課題の例：●●事業を行いたいのに財源が不足。収入源が地方公共団体の補助のみ。

　　　　　　必要な人材を雇用できない。等

160 33.5% 27.9%

②人材面の課題

☛課題の例：エリマネを担う人材が不足しており、恒常的な人材不足。
204 42.7% 35.5%

③認知面の課題

☛課題の例：地域に認知されておらず、PRしても信用されない。等
42 8.8% 7.3%

④制度面の課題

☛課題の例：道路占用など、事業を行うための許認可事務が繁雑。等
29 6.1% 5.1%

⑤その他の課題 43 9.0% 7.5%

計 478 100.0% －

課題無し（無回答） 273 47.6%
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問４ 地価データ２ ７）都市再生整備計画の区域の属性 

 

 

地価データ総数：2044   

   

  データ数 

①エリアマネジメント活動あり 388 

エリアマネジメント活動なし 

②周辺にエリマネ活動あり 319 

③周辺にエリマネ活動なし 1337 

 

 


